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１ はじめに

この手引は、静岡県公害審査会で最もよく活用されている「調停」申請手続

の方法等について解説するものです。

２ 静岡県公害審査会とは

(1) 静岡県公害審査会の概要

静岡県公害審査会（以下「審査会」といいます。）は、法律、公衆衛生、

臨床その他の医学、産業技術その他の専門的学識や社会経験を有する者か

ら構成されています。委員については、公害紛争処理法に基づき県議会の同

意を得て、知事が任命することとなっています。

審査会は、公害に係る民事上の紛争について、公正・中立な立場で、あっ

せん、調停、仲裁を行う組織です。

(2) 審査会が取り扱う公害紛争

審査会が取り扱う公害紛争は、公害紛争処理法第２条により「ア相当範囲

にわたるイ典型７公害」に関わるもので、かつウ民事上の紛争です。

ア 「相当範囲にわたる」とは

・人的・地域的に広がりがある、という趣旨です。

イ 「典型７公害」とは

・大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下及び悪臭による

被害をいいます。

ウ 「民事上の紛争」とは

・一個人（事業者）と、別の個人（事業者）間で発生する争いをいいます。

・公害関連で言えば、例えば「損害賠償の請求」、「操業の差し止め」、「公

害防止対策を求める」といったものが挙げられます。

・なお、行政機関へ「許可、認可等の取消処分を求める」、「関連法規に基

づく規制」、「命令権限の行使を求める」といったものは「行政事件」と

呼ばれ、民事上の紛争と区別されていますので、審査会で取り扱うこと

ができません。

(3) あっせん、調停、仲裁について

審査会の会長に指名された委員は、次の手続に関する対応を行います。
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※令和６年 12 月までに審査会で取り扱った事件は、あっせん１件を除き

全て調停です。

(4) 総務省公害等調整委員会との役割分担

重大事件等に係るあっせん、調停、仲裁や、損害賠償責任の有無、因果関

係の存否に係る裁定については、総務省公害等調整委員会の管轄です。

［重大事件等とは］

３ 調停の仕組み

(1) 調停とは

審査会の会長に指名された３人の委員からなる調停委員会（以下「委員会」

といいます。）が紛争の当事者を仲介し、双方の譲り合いによる合意に基づ

いて紛争の解決を図る手続です。委員会は、紛争解決に向けて当事者双方に

積極的に働きかけを行い、合意点を探ります。

調停を行いたい場合は、審査会宛てに調停申請書（別記様式１）を提出す

る必要があります。なお、強制的な解決を望まれる場合は、訴訟など他の解

決手段を検討してください。

手続の種類 概要

あっせん

あっせん委員が紛争の当事者間に入って、両者の話

合いが円滑に行われるよう仲介し、自主的解決を援

助、促進することによって紛争の解決を図る手続

調停

調停委員会が当事者の間に入って、両者の話合いを

積極的にリードし、双方の譲り合いに基づく合意に

よって紛争の解決を図る手続

仲裁

紛争の当事者双方が裁判を受ける権利を放棄し、紛

争の解決を仲裁委員会にゆだね、その判断に従うこ

とを約束し、紛争の解決を図る手続

重 大 事 件 水俣病、イタイイタイ病、申請被害額が５億円以上 等

広域処理事件
２以上の都道府県にわたる広域的な見地から解決する必要があるもの

（航空機の航行・新幹線の走行に伴う騒音 等）

県 際 事 件 加害行為地及び被害発生地が異なる都道府県の区域内にあるもの 等
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(2) 事務の流れ

・申請人から調停が申請された後、審査会に当該申請が受付されると、審査

会は被申請人（相手側）に対して、その申請の内容に反論する機会を与え

るために、相当期間（通常の場合、１か月）を置き、意見書（別記様式８）

の提出を求めます。

・これらが揃った段階で、委員会は、申請人及び被申請人（以下「当事者」

といいます。）の都合を調整して、調停期日（調停が行われる日時を期日

といいます。）を開催します。

・調停期日は、原則として静岡県庁内の会議室（本庁又は総合庁舎等の出先

事務所）を会場として、１回につき２時間程度行います。１回の手続で終

了しない場合は次回期日を開催します。紛争の実情を明らかにし、当事者

が率直に意見を述べられるよう、調停手続は非公開となっています。

・期日と期日の間隔は当事者や調停委員の日程調整の必要から、１か月～２

か月程度です。これまでの事例では、事件の開始から終結まで平均１年程

度かかっています。

・当事者は、期日に出席して被害の実態や防止対策等について委員会と話し

合ったり、文書等を提出することができます。

・委員会は、当事者双方から聴いた意見や提出された資料をもとに、争点の

整理を行います。必要に応じて、現地調査を実施します。

【手続の流れ［例示］は、(6)を御覧ください。】

(3) 手数料の算定方法

・申請には所定の申請手数料が必要です。この申請手数料の額は、調停を求

める事項の価額によって算定します。

・損害賠償を求める場合、その請求額が「調停を求める事項の価額」となり

ます。また、騒音の差止請求などのように価額の算定が不可能な場合は、

その価額を 500 万円とみなして申請手数料（3,800 円）を算定します。

・なお、いったん納付された手数料は返還できませんのでご了承ください。

・以下に手数料の算定方法を示します（静岡県手数料徴収条例別表）。
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例えば、調停を求める事項の価額が 1,100 万円の場合、手数料は 7,900 円とな

ります（1,000 円＋７円／万円×900 万円＋６円／万円×100 万円＝7,900 円）。

(4) 解決に向けて

・調停は、あくまで申請者と被申請者との協議を進める場です。相手に状況

を正しく理解してもらうために、申請者は、被申請者が発生させている公

害によってどのくらい、どのような被害が生じているのか等、具体的に示

す必要があります。

・委員会は、相互の譲歩を図って調整や説得を行い、当事者から適正・妥当

な調停案が出され、合意が成立するよう努めます。また、必要があると認

めた場合には、委員会自らが調停案を作成し、当事者双方がこれを受け入

れるよう説得を行います。そして、当事者双方の間に合意が成立すると、

委員会立会いのもと調停書を作成します。調停書は民法上の和解契約と同

一の効力を持ちます。

・委員会は、どちらか一方の当事者が出頭しなかったり、話合いが平行線を

たどり、調停を続けても当事者双方の間に合意成立の見込みがないと認め

る場合、当事者の同意を得ることなく調停を打ち切ることになります。

(5) 留意事項

ア 合意が成立するためには、当事者がお互いに譲り合うことが大切です。

イ 委員会は、中立の立場なので、一方の主張が妥当であると判断したり、

一方の当事者に特定の措置を講じるよう命令したりすることはできま

せん。また、紛争の原因となっている場所に強制的に立ち入ったり、文

手数料の名称 調停を求める事項の価額(1 件あたり) 手数料の額

調停申請及び

調停手続参加

申立て手数料

調停を求める事項の価額が 100 万円以下 1,000 円

調停を求める事項の価額が 100 万円を超

え 1,000 万円以下の部分

その価額 1 万円

までごとに 7円

調停を求める事項の価額が 1,000 万円を

超え 1億円以下の部分

その価額 1 万円

までごとに 6円

調停を求める事項の価額が 1 億円を超え

る部分

その価額 1 万円

までごとに 5円
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書や資料の提出を強制したりすることはできません。

ウ 調停期日における録音・撮影などは認めていません。

エ 民事調停で調停が成立し、調停書に記載されたときは、直ちに強制執行

の手続をすることができますが、公害紛争処理法に基づく調停手続で

成立した合意はこのような効力を持ちません。

オ 当事者は調停書に記載された義務を履行する必要があります。

カ 調停書に記載された義務が履行されない場合、審査会は義務者に対し

て義務を履行するよう勧告することができます。

キ この義務履行勧告に、強制力はありません。強制的に合意事項を実現す

るためには改めて裁判所に訴えを起こして判決を得る必要があります。

訴訟となった場合、義務者が調停書に記載された義務を履行しなかっ

たことについては、裁判所の判断材料になります。
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(6) 手続の流れ［例示］

調停手続の流れについて次のとおり例示します。

①○年○月○日調停の申請

・工場からの騒音・振動の被害を受けている近隣住民が、工場経営者を相手

方とする調停の申請書を審査会宛てに提出する。

↓

②○年○月○日委員会の設置

・審査会の会長は、３人の調停委員を指名し、委員会を設ける。

・審査会は、相手方の工場経営者に対して、当該工場経営者を一方の当事者

とする調停の手続が開始された旨を通知する。

↓

③○年○月○日第１回調停期日、現地調査の実施

・住民と工場経営者が期日に出席し、委員会が当事者双方から、申請内容、

提出資料、これまでの紛争経過などについて確認を行う。

・期日の状況に応じて、住民の代表者と工場経営者立会いのもと、委員会と

審査会事務局が現地を確認することがある。

↓

④○年○月～○月第２回～第△回調停期日

・当事者双方が紛争の解決方法について意見、主張を述べあい、工場が発生

源対策を行う方向で調整が進む。

↓

⑤○年○月○日第×回調停期日

・これまでの当事者双方の譲歩内容を確認の上、委員会が調停案を作成し、

当事者双方に提示した結果、当事者双方がこれを受入れ、合意が成立する。
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調停手続の流れ

※図中の番号（①～⑤）は、５ページ～の手続の流れの番号を指しています。

市役所、町役場等
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４ 申請書の書き方・提出方法

(1) あらかじめ知っておいてほしいこと

・申請にあたっては、必ず事前に審査会事務局（静岡県くらし・環境部環境

局生活環境課）宛て御相談ください。

紛争の内容によっては、原因者が対策を講じることに前向きな場合等、市町の公害

苦情相談を通じた方がより迅速な解決が図ることができる場合があります。

また、当事者の一方が全く話合いに応じようとしない場合等、互譲の精神を前提と

する公害紛争処理制度になじまないものもあります。

・申請が「期待はずれ、時間のむだ」とならないよう、制度の内容（手引１

～３を参照）を十分理解した上で申請してください。

・調停の申請は、被害者、加害者のどちらからでもすることができます。

・被害には、既に発生しているもののほか、将来発生するおそれがあるもの

も含まれます。

(2) 申請書の書き方

ア 調停申請書（別記様式１）

記入例を参考の上、以下に掲げる事項を申請書に記入してください。

・申請人の住所、電話番号及び氏名

・当事者（代理人がいる場合、代理人を含む。）の氏名又は名称、住所

・代理人又は代表者の氏名及び住所

・事業活動その他の人の活動の行われた場所及び被害の生じた場所

・調停を求める事項及びその理由

・紛争の経過

・調停を行うに当たって参考となる事項※

※実際の被害が確認できる場所の写真や、騒音の録音・測定結果等の客

観的なデータ、被害が発生している時間帯の記録（何日何時に発生、

何時まで続く等の状況メモ）等

・添付書類の目録

イ 添付書類

次の場合、添付書類を作成する必要があります。

(ｱ) 委任による代理人（弁護士）が申請する場合

委任状（別記様式２）

［記載事項］

・代理人弁護士の所属する弁護士会の名称
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・代理人弁護士の事務所の所在地、名称、連絡先、氏名

※委任者（当事者）の署名又は記名押印が必要です。

(ｲ) 委任による代理人（弁護士以外の者）が申請する場合

代理人承認申請書（別記様式３）及び委任状（別記様式４）

［記載事項］

・代理人の住所、連絡先、氏名、職業

・当事者との関係

・代理人として適当な理由

理由の例）前代表取締役であり、本案件の経緯や工場の状況等を把握

しているため

※委任者（当事者）の署名又は記名押印が必要です。

(ｳ) 代表者による申請の場合

代表者選定書（別記様式５）

当事者が多数いる場合には、そのうちから１人又は数人の代表者※を

選定（変更）することができます。

※代表者は、申請の取下げ、参加申立ての取下げ、和解の締結、調停案

の締結を除き、当該申請に係る一切の行為をすることができます。

［記載事項］

・代表者の住所、連絡先、氏名

※当事者（全員）の署名又は記名押印が必要です。

(ｴ) 被申請人が法人である場合

被申請人が法人である場合、企業名称、代表者を正しく記載する必要

がありますので、お近くの法務局で被申請人となる法人の商業登記簿

を入手してください。それに基づき被申請人名等を記入し、入手した商

業登記簿（原本）を添付してください。なお、商業登記簿（原本）に代

わり、登記情報提供制度に基づく商業登記簿に係る照会番号を事務局

宛て連絡する形でも差し支えありません。

(3) 申請書の提出方法

申請人は次に掲げるいずれかの方法により申請書を提出することができ

ます。

・オンラインによる提出 ５の項（10 ページ～）で詳しく解説します。

・紙による提出 ６の項（20 ページ～）で詳しく解説します。
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５ 申請書のオンライン提出、手数料のオンライン納付の方法

(1) オンライン申請、オンライン納付の流れ

(2) 申請書のオンライン提出等について

申請人は、申請書を静岡県が提供する「ふじのくに電子申請サービス」（以

下「当サービス」という。）を利用してオンライン提出することができます。

サービス URL：https://apply.e-tumo.jp/pref-shizuoka-u/offer/offerList_initDisplay

また、当サービスを利用してオンライン提出した場合の手数料支払いに

ついては、Pay-easy（ペイジー）に対応している金融機関のインターネット

バンキングから行うこととなります。

Pay-easy とは、公共料金、地方税や国庫金および各種料金の支払が、イ

ンターネットバンキングや ATM 等を通じて行える決済サービスです。Pay-

easy が利用可能な金融機関は以下の URL を確認するか、各金融機関に御確

認ください。

○Pay-easy の使い方（日本マルチペイメントネットワーク推進協議会公式 HP）

https://www.pay-easy.jp/howto/

○Pay-easy に対応している金融機関の一覧

https://www.pref.shizuoka.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/011/849/payeasy_bank.pdf
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(3) 利用方法

次の流れにしたがって、当サービスを御利用ください。

①トップページ（検索画面）

②手続一覧

②へ

「公害調停」と入力

③へ
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③利用者登録画面

④手続き説明画面

④へ

説明事項をよく御確認ください
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⑤手続き説明画面（続き）

⑥連絡先メールアドレス入力画面

ダウンロードしてください

・申請の流れ

・各種様式

・記載例

⑥へ

メールが送付される→⑦へ
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⑦申込画面
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⑧申込画面（続き１）

⑨申込画面（続き２）

⑩へ

価額の算定が不可能な場合の納付

額は 3,800 円です

必ず事務局への事前相談を済ませ

てください。

代理人や代表者を立てる場合、委任状等の写しを添付

してください。

お手数ですが、次の書類については、原

本を事務局宛て（連絡先は９手続等の相

談先を参照）郵送してください。

①被申請人が法人であって登記情報提供制

度に基づく照会番号を入手していない場合、

商業登記簿

②弁護士への委任状（別記様式２）

③弁護士以外への委任（別記様式３、４）

④代表者選定書（別記様式５）
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⑩申込確認画面

⑪申込完了画面

納付額に誤りはありませんか？

⑪へ
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⑫申込完了通知（連絡先のメールアドレス宛）

○静岡県公害審査会事務局が申込内容を確認します。

⑬申込受理通知（連絡先のメールアドレス宛）

事務局の申込内容確認が完了すると、⑥で

入力した連絡先にメールが届きます。

申込が完了すると、⑥で入力した連

絡先にメールが届きます。

この整理番号とパスワードは⑭で

使用します。

△注意！

まだ手続は完了していません。

当サービスにアクセスして、納付番号等を確認

してください。→⑭へ
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⑭申込内容照会

⑮へ

⑫のメールに記載された整理番号

とパスワードを入力してください。

クリックすると
申込内容照会画面になります。
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⑮申込内容照会画面

○Pay-easy の使い方（日本マルチペイメントネットワーク推進協議会公式 HP）

https://www.pay-easy.jp/howto/

○Pay-easy に対応している金融機関の一覧

https://www.pref.shizuoka.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/011/849/payeasy_bank.pdf

これら４つの番号をインターネットバンク

や ATM の画面に入力することでオンライン

納付を完了してください。

納付が完了すると、「支払済」と表示されます。
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６ 申請書の紙提出方法

・作成した申請書に、申請手数料に相当する額の静岡県収入証紙※を貼付して

ください。

※静岡県収入証紙はお近くの市役所・町役場又は「県収入証紙売りさばき所」

となっている売り場において購入することができます。

収入印紙ではないので御注意ください。

・申請書（添付文書を含む書類一式）の提出部数については、正本１部及び正

本の写し（被申請人の人数分）とします。

・提出方法については、次のいずれかを選ぶことができます。

(1) 郵送

簡易書留等、追跡可能な郵送方法により審査会事務局宛て送付してくだ

さい。

(2) 対面

窓口への提出については、事前予約制となっています。

お手数ですが、あらかじめ審査会事務局へ御連絡ください。

◎静岡県公害審査会事務局の連絡先 ⇒ ９ 手続等の相談先のとおり

７ 申請書以外の書類

調停に関する書類については、申請書の他、別紙に掲げるものがあります。

これらの書類については、調停を進める中で必要に応じて提出してもらう

こととなります。

８ 審議内容に関する守秘について

審査会において、調停の申請者及び被申請者が話し合った内容については、

完全に非公開です。また、委員や審査会事務局が部外者へ内容を漏らすことが

できない決まりとなっています。

調停は、法律の定めにより非公開で行います。調停の席での話をみだりに外

部へ漏らすと合意形成が困難になりますので、十分に注意してください。
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９ 手続等の相談先

手続等に関する相談については、下記連絡先へ御連絡ください。

［静岡県公害審査会事務局の連絡先］

郵便番号：420－8601

所 在 地：静岡市葵区追手町９－６

部 署 名：静岡県くらし・環境部環境局生活環境課

電話番号：054－221－2253

Ｅ-mail：seikan@pref.shizuoka.lg.jp



（別紙）

書類の名称 根拠条項 対象者 概要 提出方法

1 委任状（弁護士）（別記様式２） 規則第２条第１項 窓口又は郵送

2
代理人承認申請書（別記様式３）

委任状（弁護士以外の者）（別記様式４）
規則第２条第２項 窓口又は郵送

3 代表者選定書（別記様式５） 令第３条第４項 当事者

代表者とは、申請人や被申請人などの当事者が多数の場合、他の当事者のために手続きを進める１人又は数人の

当事者のことです。代表者の選定にあたっては、「代表者選定書」を委員会に提出する必要があります。

代表者は単独で、他の当事者のために、申請の取下げ又は調停案の受諾を除き、申請に係る一切の行為を行うこ

とができます。

窓口又は郵送

4 調停申請変更申立書（別記様式６） 令第６条 申請人又は参加人

申請の変更とは、申請人又は参加人が調停を求める事項又はその理由を変更することです。変更の申立てには審

査会宛てに「調停申請変更申立書」を提出する必要があります。

調停委員会が調停手続きを著しく遅延させると判断した場合は変更できません。

調停を求める事項の変更とは、例えば、当初、「公害防止設備の設置を求めていたこと」に加えて、その後、新

たに「損害賠償を求める」、「損害賠償の請求額を増額する」といった変更をいいます。

また、調停を求める理由の変更とは、例えば、公害防止を求める調停において、「騒音」による被害に「振動」

による被害を加える場合などをいいます。

なお、被申請人を変更することはできません。被申請人を変更する場合には、当初の申請を取り下げ、新たに申

請を行う必要があります。

窓口又は郵送

5 受継申立書（別記様式７） 令第７条の２第１項 当事者

調停手続において、当事者が死亡したり、手続をする能力を失ったりしても、委任による代理人の権限は消滅し

ないと解されます。したがってそのまま手続を続行することができます。

ただし、調停手続の当事者を明確にするため、当事者の相続人に手続を受継させた上で、あらためて代理人とし

て選任させることが妥当です。

具体的には、受継申立書及び承継する資格を証明する資料（戸籍謄本等）と相続人名の委任状を提出してもら

い、調停委員会は受継の決定をします。

窓口又は郵送

6 意見書（別記様式８） ー ①被申請人、②当事者

①申請人から調停が申請された後、審査会に当該申請が受付されると、審査会は被申請人（相手側）に対して、

その申請の内容に反論する機会を与えるために、相当期間（通常の場合２～３週間）を置き、意見書の提出を求

めます。

②次回の調停期日までの準備等において、調停委員会が当事者から意見書の提出を求める場合があります。

メール

窓口又は郵送

7 申請取下書（別記様式９） ー 申請人 申請人が申請を取り下げる場合に提出する必要があります。
メール

窓口又は郵送

申請書以外の書類

申請人又は被申請人

代理人とは、申請人や被申請人が、仕事の都合などで調停期日に出席できない場合、その他自ら調停に臨むこと

が難しい場合に、代わりに調停手続きを進めてもらう弁護士や適当な第三者のことです。代理人が弁護士の場合

は、「委任状（弁護士）」を、弁護士でない場合は委員会の許可が必要になりますので「代理人承認申請書」及

び「委任状（弁護士以外の者）」を提出してください。

代理人には大きな権限が与えられますので、後になって自分の意図した解決にならなかったといった不満が出な

いよう、代理人を選任する際には、調停委員会に自分の主張を正しく伝えることができる人かどうか、十分に検

討してください。



（別紙）

書類の名称 根拠条項 対象者 概要 提出方法

申請書以外の書類

8 参加申立書（任意の様式） 令第５条第１項 被害を主張する者

参加の申立てとは、既に手続きが進められている調停事件で主張されている原因と同一の原因による被害を主張

する人が、当事者としてその事件の手続きに参加するという申立てのことです。参加の申立ては公害の被害者の

みが行うことができ公害発生源側からはできません。

参加の申立ては審査会に「参加申立書」を提出し委員会の許可を得る必要があります。

許可は事件の当事者から意見を聞いた上で決定されます。

窓口又は郵送

9
調停案の受諾勧告を受諾しない旨の申出

（任意の様式）
令第12条第２項 当事者

調停案の受諾の勧告とは、調停委員会が相当であると認めるときには一切の事情を考慮して調停案を作成し、当

事者に対し、３０日以上の期間を定めてこの案を受け入れように勧告することです。

調停案受諾勧告があった場合に、当事者が指定された期間内に受諾しない旨の申し出をしなかったときは当事者

間に調停案と同一の内容の合意が成立したものとみなされます。この受諾しない旨の申し出は書面をもって行わ

なければなりません。また、受諾しない旨の申し出があった場合には調停が打ち切られたものとみなされます。

メール

窓口又は郵送

10 その他調停委員会又は事務局が求める書類 ー 当事者
各調停期日において、調停委員会が当事者に対して次回の調停期日までに求める書類、調停期日に向けた準備と

して事務局が各当事者に求める書類です。

メール

窓口又は郵送


